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１  本市の教育を取り巻く現状

（１）全国学力・学習状況調査の平均正答率の全国（公立）と千葉県・市川市

の差の推移 
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②中学校（公立）
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（２）市川市立学校の新体力テストの総合得点Ｔスコア 

※Ｔスコア…全国平均を５０とした偏差値 

（３）市川市立学校の児童生徒の意識 

①「自分には良いところがある」と回答する児童生徒の割合

②「将来、自分がなりたい職業や、やりたい仕事がある」と回答する児童生徒

の割合 
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（４）通級指導教室の児童生徒数（各年 5月 1 日現在） 

（５）特別支援学級の児童生徒数（各年 5月 1 日現在）

   

（６）須和田の丘支援学校の児童生徒数（各年 5月 1日現在） 

46 43 46 56 60

32 37 37 33 31

52 59 72 61 60

0

50

100

150

200

H26 H27 H28 H29 H30

(⼈)

(年度)

小学部 中学部 高等部

79  84  77  76 
95 

2  7  8 

15 

0

20

40

60

80

100

120

H26 H27 H28 H29 H30

(⼈)

(年度)

小学校 中学校

292 308 309 355 389

135 128 149
157

166

0

100

200

300

400

500

600

H26 H27 H28 H29 H30

(人)

(年度)

小学校 中学校



●資 料●

68 

２  市川市教育振興審議会

（１）市川市教育振興審議会設置条例 

平成 23 年３月 28 日 

条例第 11 号 

  （設置） 

第１条 本市に、地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の４第３項 

の規定に基づき、市川市教育振興審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（任務） 

第２条 審議会は、次に掲げる事項について、教育委員会の諮問に応じ調査 

審議するとともに、必要に応じ建議することができる。 

⑴ 教育基本法（平成18年法律第120号）第17条第２項の規定により定

める教育振興基本計画に関する事項 

⑵ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）

第26条第１項の規定に基づく教育委員会の権限に属する事務の管理及

び執行の状況についての点検及び評価に関する事項 

（組織） 

第３条 審議会は、委員10人以内で組織する。 

２ 審議会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委 

員を置くことができる。 

（委員及び臨時委員） 

第４条 委員及び臨時委員は、次に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱する。 

⑴ 学識経験のある者

⑵ 学校教育の関係者

⑶ 幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校又は特別支援学校に在学する

幼児、児童又は生徒の保護者 

⑷ 地域における教育の向上に資する活動を行う者

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残

任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

４ 臨時委員は、その者の任命に係る当該特別の事項に関する調査審議が終

了したときは、解任されるものとする。 

５ 委員及び臨時委員は、非常勤とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 審議会に、会長及び副会長各１人を置き、委員のうちから互選する。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 
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３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 審議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、議長と

なる。 

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、

議長の決するところによる。 

４ 特別の事項について会議を開き、議決を行う場合には、当該特別の事項

に係る臨時委員は、前２項の規定の適用については、委員とみなす。 

（事務） 

第７条 審議会の事務は、教育委員会事務局生涯学習部において処理する。 

（報酬及び費用弁償） 

第８条 市は、委員及び臨時委員に対し、市川市特別職の職員の給与及び報

酬並びに旅費及び費用弁償に関する条例（昭和31年条例第26号）の定め

るところにより、報酬を支給し、及び職務を行うための費用を弁償する。 

（委任） 

第９条 前各条に定めるもののほか、審議会の運営その他必要な事項は、審

議会が教育委員会の同意を得て定める。 

 

（２）市川市教育振興審議会委員 

選出区分 氏 名 職業等 

学識経験のある者 

（第１号委員） 

 

天笠 茂 千葉大学特任教授 

田中 孝一 川村学園女子大学教授 

渡邊 智子 千葉県立保健医療大学教授 

広瀬 由紀 植草学園大学准教授 

学校教育の関係者 

（第２号委員） 

黒木 政継 市川市立第一中学校校長 

池谷 佳子 市川市立新浜幼稚園園長 

幼稚園、小学校、中学校、

義務教育学校又は特別支

援学校に在学する幼児、

児童又は生徒の保護者

（第３号委員） 

晒科 里美 市川市立須和田の丘支援学校保護者

松本 浩和 市川市立真間小学校保護者 

地域における教育の向上

に資する活動を行う者

（第４号委員） 

角谷 好枝 統括的な地域学校協働活動推進員

冨家 薫 統括的な地域学校協働活動推進員
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（３）諮問書 
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（４）答申書 
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３  策定経過

年 月 主な内容 

平成３０年 ７月 教育委員会において第３期市川市教育振興基本計画策定

についての諮問について議決 

８月 第３回市川市教育振興審議会において諮問・調査審議 

第４回市川市教育振興審議会において調査審議 

１０月 第５回市川市教育振興審議会において調査審議 

１１月 第６回市川市教育振興審議会において調査審議 

１２月 第７回市川市教育振興審議会において調査審議・答申 

平成３１年 １月 教育委員会において第３期市川市教育振興基本計画決定




